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１　はじめに

平成22年に本県で発生した口蹄疫では、29

万7808頭もの家畜の尊い命が犠牲となり、畜

産業のみならず、地域経済や県民生活に甚大な

影響を及ぼしました。

口蹄疫の終息後、22年に「口蹄疫からの再生・

復興」を策定し、県政の最重要課題に位置付け、

畜産経営再開への支援をはじめ、産地構造・産

業構造の転換、さらには地域活性化など、官民

一体となって「オール宮崎」で取り組んできま

した。その後、25年に策定した「宮崎県畜産

新生プラン」、そして現在は第３ステージとな

る28年に策定した「宮崎県畜産新生推進プラ

ン」に基づき、「防疫体制の強化」を基本に「生

産力の向上」、「人材力の強化」、「販売力の強化」

の三つの視点を重点施策に掲げ、本県畜産業の

成長産業化に向けた取り組みを推し進めていま

す。

今日に至るまで、全国から寄せられた多くの

ご支援に対し、また、生産者の皆さまをはじめ

県民の皆さまの多大なるご尽力に対し、深く感

謝を申し上げます。

２　 口蹄疫からの再生・復興に向け
た具体的成果

生産者の皆さまをはじめ、関係機関・団体が

一丸となって、口蹄疫からの再生・復興に取り

組んできた結果、28年の畜産の農業産出額は

2206億円と過去最高額を記録しました。

また、肉用牛においては、昨年の「第11回

全国和牛能力共進会」で３大会連続となる内閣

総理大臣賞受賞を果たすとともに、訪日旅行客

の拡大を背景に和牛への関心が高く、多様な部

位の需要が見込まれる台湾へ向け、全国に先駆

けた「宮崎牛」の輸出や、「宮崎牛」のブラン

ドを守るための地理的表示（GI）保護制の登

録などに取り組んできました（写真1）。また、

30年3月には第90回アカデミー賞授賞式後の

パーティーで宮崎牛が特定産地の和牛として初

めて採用（写真2）されるとともに、株式会社

ミヤチク、JA宮崎経済連、県の三位一体のプ

ロモーション活動を行った結果、29年度の牛

肉輸出量は394トンと過去最高となりました

（図１）。

特集：ＴＰＰ11協定および日ＥＵ・ＥＰＡにおける代表的な畜産物の輸出見通し

ＴＰＰ11 協定を見据えた宮崎県における
畜産の生産基盤強化に向けて

宮崎県　農政水産部　畜産新生推進局長　大久津　浩

写真 1　  昨年 12 月に県内で初の GI 登録を受け
た宮崎牛 
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さらに、生産基盤の面では、農林水産省の「畜

産クラスター事業」などの支援を受け、生産者

個々の規模拡大に加え、連携・分業化による産

地ごとの生産力向上に向けた繁殖センターやキ

ャトルステーションなどの地域拠点施設の整備

も県下に広がり、繁殖雌牛が27年を境に増加

に転じ、30年は対前年比2600頭増加(全国１

位の増加頭数)の8万3200頭となり、32年の

プラン目標である8万頭を前倒しで達成するこ

とができました。

また、担い手については、口蹄疫で発生地域

に豚がいなくなったピンチをチャンスと捉え、

特定疾病のフリー地域づくりに貢献された有限

会社香川畜産が天皇杯を受賞されるとともに、

本年６月には同代表の香川雅彦氏が本県から初

めて一般社団法人日本養豚協会の会長に就任す

るなど、畜産をけん引するリーダーが県内各地

域で活躍しています（写真3）。

流通・販売においては、農林水産省の「農畜

産物輸出拡大施設整備事業」（注）の支援を受け、

県内で生産された牛・豚・鶏を県内で処理・加

工して付加価値を付けるための最新鋭の設備な

どを備えた２カ所の輸出拠点施設の整備も着々

と進んでいます（写真4）。

また、畜産への依存度が高い産地構造を転換

するため、JAグループが、当時西日本最大級

の冷凍野菜加工工場を新設し、経営中止した畜

産農家の飼料畑などを加工業務用野菜の栽培に

利用集積した結果、国産冷凍ホウレンソウの７

割を占める産地が形成されております。

注： 「攻めの農林水産業」を実現するため国産農畜産物の輸出拡大

に必要な産地基幹施設の整備を支援する事業

写真 3　   天皇杯を受賞された（有）香川畜産の皆
さまと（一社）日本養豚協会の会長に就
任された香川雅彦氏（前列左から 2 番目）

写真 4　   牛肉・豚肉の輸出拠点として整備中の
（株）ミヤチク都

つ
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図１　宮崎県産牛肉の輸出量の推移

写真 2　   アカデミー賞授賞式後のパーティーの 
メニューに採用された「宮崎牛」

ⓒ桜プロダクションUSA

資料：宮崎県調べ
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３　新たな国際化への対応

わが国の畜産は、TPP11協定などにより、

新たな国際競争の時代を迎えようとしておりま

す。

このような中、今年の夏、県内各地域の実情

に応じて肉用牛繁殖雌牛の増頭目標を定めた

「人・牛プラン」の取組状況や今後の推進に向け、

地域キャラバンを行いました。その中で、山間

地域では肉用牛繁殖は重要な品目ではあるが、

平地に比べて人口減少が著しく、条件不利なた

め、柔軟な発想に基づく経営資源の継承や労働

力の確保に向けた対策を求める意見や、コント

ラクターによる粗飼料生産の分業化を進めよう

としてもオペレーター不足により受託面積を広

げることが困難、さらには、若い担い手が積極

的に畜産に参入できるように、情報通信技術

（ICT）やロボット技術を取り入れた生産現場

の働き方改革を推し進め、省力・高収益型の畜

産を展開することが重要といった意見が寄せら

れ、このような課題に対しても引き続き取り組

んでいきたいと考えております。

農業の国際化の進展に加え、担い手の減少や、

社会保障費などの増大に伴う県における畜産関

係予算が縮小する中、今後とも、宮崎県がわが

国の食料供給基地としての責務を果たしていく

ためには、漫然とした施策の前例踏襲では限界

があります。生産者を含めた畜産関係者のみな

らず、幅広い産業・分野が垣根を超えた有機的

な連携構築により、新しいアイデアを持ち寄り、

次世代を担う畜産業に挑戦し続けることが重要

だと思っております。

これからも、畜産新生推進プラン（図２）に

掲げている「忘れない！そして前へ！」を合い

言葉に、生産者の皆さまをはじめ、国、関係団

体、市町村などとの連携を図りながら、中国で

発生したアフリカ豚コレラなどの新たな脅威に

備えた水際防疫、地域防疫、農場防疫による防

疫体制のさらなる強化を図るとともに、国際化

の大きな流れの中で、畜産関係者が将来に夢と

希望を持てるよう、本県畜産業の競争力強化に

向けて全力で取り組んでいきます。

（プロフィール）
昭和58年　宮崎県庁入庁
平成26年　地域農業推進課長
　　28年　農業経営支援課長
　　29年　南那珂農林振興局長
　　30年から現職

全国のモデルとなる安全・安心で付加価値や収益性の高い畜産の構築

「宮崎県畜産新生推進プラン」

～忘れない～

防疫体制の強化

◆ 市町村、県内畜産関係団体、近隣県等との
連携強化、家畜防疫情報メールによる情報共
有や防疫研修会等による防疫意識の醸成など

連携体制の強化と防疫意識の醸成

◆ 「水際防疫」「地域防疫」「農場防疫」、
万が一の発生時の「迅速な防疫措置」を四つ
の柱とする防疫対策の充実など

家畜防疫対策の充実

◆ 「人・牛プラン」、「クラスター計画」の着実な実行、地域をけん引する担い手への施策
の集中、繁殖センターやヘルパー組合等との連携による地域ぐるみの生産基盤の強化など

視点１「生産力」の向上

生産基盤の強化

◆ 粗飼料の収穫・調製を行うコントラクター組織の育成、エコフィードの普及・拡大による
飼料生産コストの低減など

生産コストの低減

◆ 分娩間隔の短縮に向けた発情発見装置などのＩＣＴの活用や、細霧や送風などのソーカー
システムの導入、飼養衛生管理の改善、それぞれの家畜の育種・改良の促進など

生産性の向上

視点２「人財力」の強化

◆ 繁殖センターや篤農家との連携による地域ぐるみで担い手を育成する取り組みの強化など

地域畜産をけん引する人財の育成

◆ 外部講師の招聘による高度な技術力と経営管理能力を備えた「畜産マスター」の育成など

高度な技術を有する指導者確保

視点３「販売力」の強化

◆ 生産者、関係機関・団体と一体となった戦略的連携による販売・輸出の強化など

ブランド力強化による取引拡大

◆ 最新鋭食肉・食鳥処理施設の整備、二次加工等によるバリューチェーンの強化など

畜産関連産業の機能強化

～新たな国際化に対応したみやざき畜産の成長産業化～

～そして前へ～

図２　宮崎県畜産新生推進プラン概要


